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研究成果の概要（和文）：エスノグラフィとアクションリサーチにより、辺境の日本語教室不在地域に暮らす外
国人、特に国際結婚移住女性のリテラシーの実態を明らかにした。社会参加に向けた書字言語教育を行い、コミ
ュニティの外国人受け入れ態勢を調査した。自治体等公的機関に働きかけ、外国人への日本語教育保障の促進を
求めた。国際結婚移住女性は日本語学習機会が得られないため、リテラシーが低い。そのため社会参加も不十分
だが、家族、特に夫の理解や協力にも影響される。彼女らの学習の継続は困難であった、町興しやボランティア
活動に携わる住民が外国人支援に関わる可能性がある、自治体や公的団体は日本語学習支援体制整備に消極的で
ある等が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This research focuses on immigrant women married to Japanese men in a rural 
village in Japan where language services are not provided. Using the methods of ethnography and 
action research, the following questions are explored: 1) How do immigrant women acquire Japanese 
literacy without any formal instruction? 3) How does mainstream society support them? 4) Is it 
possible for the local government to provide Japanese language services for the immigrants? The 
findings show: a) It is difficult for immigrants to acquire Japanese literacy if they don't have 
formal instruction at an early stage. b) Family, especially husbands, can be a deciding factor in 
encouraging their spouses to study Japanese and participating in the local society. c) Although the 
local government did not provide language services, some Japanese residents are active in their 
support for immigrants.

研究分野：日本語教育、成人基礎教育、移民政策

キーワード： 国際結婚移住女性　リテラシー（識字）　外国人の社会参加　日本語教育保障　公正性 (equity)　社会
正義 (social justice)　地域コミュニティの受け入れ態勢　政策と制度の欠如
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１．研究開始当初の背景 
(1) 欧米等、移民が多い国では、国の政策と
して移民への第二言語教育が保障されてい
る。しかし、日本では、国として外国人への
第二言語としての日本語教育保障は行われ
ていない。そのため、日本語学習支援を行う
教室等が全く開設されていない地域が全国
で約 3/4をも占め、公的な日本語学習機会が
得られない外国人が少なからず存在する。特
に、日本語の書字言語は自然習得が困難であ
り（新矢 2013他）、口頭言語能力を有してい
ても書字言語能力が不十分であるため、十全
な社会参加が叶わない外国人が数多く存在
する。 
 
(2) 学術的な文脈においては、日本では外国
人のリテラシーに関する研究は非常に少な
い。漢字の読み書きの習得や留学生の作文に
関する研究は盛んであるが、「生活者として
の外国人＝移民」がいかなる書字言語能力を
有し、生活のどのような場面でどのようなリ
テラシーを必要としているか、そして彼らの
リテラシーがいかに社会参加やアイデンテ
ィティに影響を及ぼしているかについての
研究は未だ少数である。 
 
(3) 報告者らは、日本語教室不在の日本南西
部のある地域において、日本人男性との結婚
によって日本に移住し暮らす外国人女性た
ちから「漢字がわからないから勉強したい」
という要望を受け、2009年から年間 1－2回
漢字教室を開催してきた。学習支援を行うな
かで、彼女らがリテラシーに大きな課題をか
かえていることがわかった。 
 
２．研究の目的 
(1) 上記の日本語教室不在地域に暮らす国際
結婚移住女性を対象に調査を行い、①彼女ら
を取り巻くリテラシー/識字環境、②文字の読
み書きで問題が生じた際の彼女らの対処戦
略、③彼女らのリテラシーの有無と生活の質
(QOL)との関係を明らかにする。 
 
(2) 彼女らを対象に文字学習教室を開催する。
上記調査結果の知見に基づき、各学習者に適
した学習プログラムを作成、試用し、その教
育効果を測定し、国際結婚移住女性を対象と
した書字言語教育の内容や方法について提
案する。 
 
(3) 地域コミュニティがいかに彼女らを受け
入れているかを調査するとともに、地域コミ
ュニティで彼女らの生活支援、学習支援を担
ってくれる可能性のあるキーパーソンを発
掘する。 
 
(4) 外国人の学習権、公正性(equity)、社会正
義(social justice)という観点から、自治体等
公的機関に働きかける。その働きかけが外国
人への第二言語教育としての日本語教育を

公的に保障する体制づくりを推進し、持続的
な日本語教室開催の実現に結び付くことを
目指す 
 
３．研究の方法 
2013 年度 3 回、2014 年度 4 回、2015 年度 5
回、2016 年度 3 回の計 15 回現地を訪問し、
エスノグラフィとアクションリサーチによ
って調査を実施した。結婚移住女性のリテラ
シー調査に関しては、聞き取り、参与観察、
文字能力テストを実施した。また、彼女らと
親しい地域住民にも聞き取りを実施し、彼女
らの課題を探った。毎回、移住女性を対象に
漢字教室を開催し、彼女らがリテラシーを獲
得して社会参加が促進されることを目指し
た。また、地域の日本人住民には聞き取りを
行うとともに、国際結婚移住女性の存在その
ものと、彼女らの日本語使用における困難を
知ってもらう多文化教育的活動を行った。そ
の一環として、また彼女らへの日本語学習支
援者の育成を目的として、「日本語サポータ
ー入門講座」を開催した。自治体や社会福祉
協議会等の公的機関の職員には、聞き取り調
査を行った。その際、当該地域の外国人のリ
テラシーの実態について報告し、さらに他地
域の外国人支援状況や文化庁の日本語教育
施策等に関する情報を提供して、外国人支援
のあり方に関して意見交換を行った。その他、
祭りやキリスト教会のミサ等の町の行事へ
の参加、CATVの番組制作への参加、漢字教
室の取材を新聞社から受ける等、可能な限り、
地域コミュニティとの接触場面を増やし、関
係性の構築を図った。 
 
４．研究成果 
(1) 国際結婚移住女性のリテラシーに関し
て：本研究初年度の当初に、移住女性を対象
に平仮名・片仮名・漢字のテストを実施し、
書字言語に関する知識の把握を行った。ほぼ
全員が日本語の文字のいずれもが不十分で
あった。例えば、10－20 年日本に居住してい
ても、日本語表記で正確に住所が書けない人
がほとんどである。また、メールや教室で彼
女らが記述する文章を分析した結果、フォー
マルな日本語教育を受けていないためか、文
字の知識だけでなく、基本的な文法知識を持
ち合わせていないこと、論理的な構造で話を
組み立てられないこと等がわかった。彼女ら
への聞き取りから、読み書きの必要性が生じ
た場面では、夫や子ども等の家族、友人等に
書いてもらう、読んでもらうという方法でど
うにか切り抜けていることがわかった。 
 
(2) 国際結婚移住女性の社会参加に関して：
移住女性の大部分が仕事に就いているが、農
業や漁業での季節限定労働であるか、アルバ
イトやパートの非正規雇用である。職種は、
英語教師、介護職、調理等、専門的技能を必
要とする職に就いている者が数名いたが、他
のほとんどは農場での果物や漁場での魚の



仕分け等の単純労働である。フィリピン人を
中心とする外国人コミュニティがあり、キー
パーソンの男性がいる。彼を中心に人間関係
が構築されている。一部の移住女性には子ど
もを介した日本人のママ友や職場の仲間が
いるものの、地域の日本人コミュニティに溶
け込んでいる人は多くない。移住女性の居住
地域を訪問し、地域の特性を調査した。さら
に密着調査として、承諾を得た女性の自宅を
訪問し、参与観察と聞き取りを行った。一部
の家族にも聞き取りを実施した。経済的格差
や家族の理解、特に、妻が外国人として困難
をきたしていることへの夫の理解や日本語
学習支援も含めたサポートの有無が、移住女
性の日本語教室への参加状況、リテラシーの
獲得、社会参加に影響していることがわかっ
た。 
 
(3) 漢字教室の開催と学習者の学習意欲に関
して：もともとは、当該地域の移住女性から
の要望があって開始した漢字教室であり、当
初は 10 名前後の参加があった。しかし、2015
年度末頃から学習者の減少と学習意欲の低
下が目立ってきた。直接的要因は、夫や姑の
看護・介護、子どもの世話、仕事の多忙さに
よると言われているが、それだけではなく、
子どもが成長し、読み書きが必要な場面が減
少したことや、これまで日本語の学習機会に
恵まれずともやり過ごせたことが、彼女らに
日本語学習の意義を見失わせ、また学習習慣
がないことが学習の継続を困難にしている
可能性があるのではないかと考察される。 
 
(4) 自治体等公的機関による日本語教育保障
の可能性に関して：自治体は、報告者らが教
室を開催する際には部屋を無料貸与してく
れる等、こちらの活動に理解は示した。しか
し、国際関係担当部署、生涯学習担当部署に、
文化庁の日本語教育事業への申請なども紹
介しながら、主催者として教室を開催する意
義と責任、そして必要性を説明し、開催の可
能性を探ったが、ほとんど関心が示されず、
その必要性も感じていないという反応であ
った。調査対象地域を含めた周辺地域一帯は
「日本語教室空白地帯」と呼べる場所で、外
国人は日本語学習機会が一切得られない。県
の国際交流協会も、自治体による日本語教室
の開催を報告者らの研究開始以前から永く
望んでいるが、新たな展開は見られていない。
現状は人権的見地からも大きな問題であり、
自治体の意識変革が求められる。 
 
(5) 地域コミュニティの外国人受容態度と地
域コミュニティ開発に関して：上述のように、
当該地域は閉鎖的で、それは、女性議員が今
年ようやく 1名誕生した、ということからも
理解できよう。しかし、障害者支援や子育て
支援等のマイノリティ支援ボランティア活
動を行っているグループや町興し活動を行
っているグループも少なからず存在し、高齢

化した町にもかかわらず、比較的若い層がそ
れらの活動に携わっている。実際に、2015 年
度に社会福祉協議会で「日本語サポーター入
門講座」を開催した際には、幅広い年齢や職
業の住民約 30 名が参加した。これらの人々
は、今後の外国人への日本語学習支援や生活
支援を築く際の中心的存在になる可能性が
ある。 
 
(6) 今後の課題と展望：本研究の継続研究を
現在も実施している。国際結婚移住女性のリ
テラシー習得のあり方を再検討したい。さら
に、彼女らを含む外国人への第二言語として
の日本語教育の公的保障を実現させること
を目標に調査と教育活動を実施していく。
2016 年 12 月に成立した「義務教育の段階に
おける普通教育に相当する教育の機会の確
保等に関する法律」や、超党派議員連盟（2016
年 11 月発足）によって検討が続いている「日
本語教育推進基本法案」が、日本語教育保障
を促進し、当該地域における教育制度の整備
に繋がるように、報告者らも研究活動を続け
る計画である。 
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